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安全文化醸成活動の経緯と安全文化評価の目的と方法 １

当社は、Ｈ１６年８月９日に発生させた美浜発電所３号機事故の反省に鑑み、５つの基本行動方針に基づく再発防止対策に取り組み、

安全を最優先とする安全文化醸成活動を着実に進めている。

安全文化醸成活動は、安全文化を風化させることなく、ゆるぎないものとするために、継続して取り組んでいくことが必要であり、そのために

安全文化の状況を自ら評価し、改善するための仕組みをＨ１９年度より構築し、改善を重ねながらこれまで取り組んでいる。なお、今年度は

福島第一原子力発電所事故を踏まえて安全文化の評価の枠組みへ反映する事項を抽出し、反映している。

○安全文化評価の目的

原子力事業運営における安全最優先の組織風土（安全文化）を継続的に維持、改善するために、安全文化の劣化の兆候、あるいは組織や人の

気がかり事項を早期に把握し、経営層に意見具申することで大きな問題の発生を未然に防止する。

○安全文化評価の対象

「プラント安全」、「労働安全」、「社会の信頼」を維持、改善するための、美浜発電所３号機事故再発防止対策や自主的・継続的な安全への

取組みを始めとした保安活動を含む原子力発電所事業運営に関するあらゆる活動。

○安全文化評価の具体的な方法

安全文化評価の枠組みと評価の視点は、国内外の様々な知見を参考として当社が独自に構築している。

評価は年度の活動結果を対象に１４の評価の視点ごとに４段階で行い、抽出された課題等から次年度の重点施策を策定し、更なる改善活動を

行っていく。評価単位は原子力部門の総合評価だけでなく、原子力発電所（美浜、高浜、大飯）や原子力事業本部の５部門（原子力企画、原子力

発電、原子力技術、原子燃料、地域共生）での各所単位の個別評価も取り入れている。

また、安全文化にかかる問題点をより早期に把握し対応するために、上期末時点を対象とした中間評価（現在の名称は、中間状況確認）を

Ｈ２１年度より実施しており、第２回原子力安全検証委員会ではＨ２４年度中間状況確認の結果を報告する。

安全文化醸成活動の経緯

安全文化評価の目的と方法

３Ｈ２４年度安全文化の中間状況確認 ・・・ ７～

１-１・・・

１-２・・・
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原子力発電所の安全

美浜３号機事故再発防止対策、自主的・
継続的な安全への取組みをはじめとした

保安活動を含むあらゆる活動

労働安全 社会の信頼

地域の声、原子力安全検証委員会の意見

安全文化の３本柱
～評価の視点（１４項目）～

プラント安全（トラブル発生件数の増減）
労働安全（労働災害、計画外被ばくの増減）
社会の信頼（コンプライアンス違反の増減）

Ⅱ 安全の結果の評価

Ⅲ 外部の評価

Ⅰ 組織・人の意識、行動の評価

トップのコミットメント

学習する組織コミュニケーション

プラント安全

評価結果の
フィードバック

活動結果の
インプット

継続的な
改善活動

安全文化醸成活動の概要

安全文化評価

原子力発電所事業運営

トップの

コミットメント

コミュニケー
ション

学習する組織

①安全（プラント安全、労働安全、社会の信頼）を何よりも優先する
というプライオリティが明確か

③現場第一線はトップの考え、価値観を理解し、実践しているか
（協力会社を含む ）

④資源投入、資源配分は適切か

⑤経営層、原子力事業本部、発電所幹部は、不具合事象、懸念事項を
含めて、現場第一線の状況をしっかり把握しているか

⑥組織内、組織間の連携は良好か
（原子力事業本部－発電所、発電所内）

⑫外部意見の積極的聴取、業務への反映を行っているか

⑨安全を確保するために必要な技術力を維持・向上しているか
（協力会社を含む ）

⑩ルールは遵守されているか。業務改善のためのルール見直しに
努めているか

⑬現状への問いかけや組織全体のリスク感知能力を通じて、更なる
安全性、信頼性の向上および労災の未然防止に努めているか

⑧外部へのタイムリーかつわかりやすい情報提供を行っているか

②組織の権限と責任が明確で適切であるか

安全文化の３本柱と評価の視点（１４項目）

⑭原子力事業本部、発電所の社員のモチベーションが維持、向上
されているか

⑦協力会社との意思疎通が十分行われているか

⑪トラブルや不具合、海外情報を踏まえた主体的な問題解決、改善活動
を実施しているか

安全文化評価の枠組みと評価の視点安全文化評価の枠組みと評価の視点 １－１
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Ｈ２４年度重点施策

○社員・協力会社アンケート

○ＩＮＳＳアンケート

○ＣＳＲアンケート

各種アンケート結果

現場の声

○社員・協力会社アンケートの自由記述

○膝詰め対話における意見

○協力会社対話における意見

○安全の結果

（プラント安全、労働安全、社会の信頼）
○安全最優先等のメッセージ発信回数

○経年劣化・安全対策工事費

○要員採用数

○地域の声、検証委員の意見 等

指標・参考情報

○重点施策の取組状況

○取組評価と今後の取組み

［ＩＮＳＳ： 原子力安全システム研究所］

安全文化評価（中間状況確認）の実施

Ｈ２４年度上期末時点での安全の結果と重点

施策の取組状況を確認し、評価する。さらに

必要に応じ重点施策へ反映する。

Ｈ２４年度上期末の「安全の結果」

評価結果

に応じ反映

【安全文化評価のインプット情報】 安全文化評価（年度評価）の実施

経営層（社長）

原子力安全推進委員会

原子力安全検証委員会

原子力部門評価結果

○評価の視点ごとに４段階評価と
傾向評価

○課題・気がかりの抽出

○良好事例の抽出（共有）

良好 概ね良好 改善余地あり 問題

安全文化評価
（原子力部門）

安全文化推進委員会
（ＷＧ）による議論

・あるべき姿との対比

・スモール事業本部評価結果、

発電所評価結果、インプット情報

を総合的に勘案

安全文化評価
（発電所）

課(室)長
による

セルフチェック

発電所評価結果

安全文化評価
（スモール事業本部の５部門）

グループＣＭ
による

セルフチェック

スモール事業本部評価結果

○評価の視点ごとに４段階評価と傾向評価

○課題・気がかりの抽出

○事業本部良好事例の抽出

良好 概ね良好 改善余地あり 問題

○重点施策の方向性の策定

（個別施策はＨ２５年度計画で具体化）

所長をトップとした

所内会議体による議論
（協力会社も参画）

○評価の視点ごとに４段階評価と傾向評価

○課題・気がかりの抽出

○発電所良好事例の抽出

良好 概ね良好 改善余地あり 問題

部門統括、地域共生
副本部長をトップとした
会議体による議論［CM：チーフマネジャー］

Ｈ２４年度上期末の
重点施策の実施状況

Ｈ２４年度安全文化評価の方法Ｈ２４年度安全文化評価の方法

今回の報告対象

１－２

［ＣＳＲ： Corporate Social Responsibilityの略
一般に「企業の社会的責任」と訳される］
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原子力安全推進

委員会

経営層（社長）

4月～

原子力

事業本部

3月2月12月11月9月8月6月5月

Ｈ２４年度

発電所

原子力安全

検証委員会

1月10月7月4月

年度計画策定

年度計画策定

10/29
▼

第２回
原子力安全
検証委員会

原子力安全文化推進WG

▽
原子力安全文化
推進委員会

▽ ▽
社長への
報告・指示

▼(10/12)
原子力安全文化
推進委員会

原子力安全文化推進WG
▼ ▼

▽
原子力安全
検証委員会

年度評価

Ｈ２４年度安全文化評価の全体スケジュール

安全の結果確認
重点施策実施状況確認

Ｈ２５年度

▽・・・・・▽

発電所評価

5/18
▼

第１８回
原子力保全改革
検証委員会

スモール
事業本部評価
（部門評価）

中間状況確認

▼(5/30)
原子力安全文化
推進委員会

原子力安全文化推進WG
▼・・・▼

２

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽ ▽▼ ▼

事故調報告書の指摘の検討・議論（安全文化） 安全文化に係る教訓を評価の枠組みへ反映

▽
事前説明

重点施策の実施を含む安全文化醸成活動への取組み
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年度評価の枠組み年度評価の枠組み
３つの
切り口

組
織･

人
の
意
識
、
行
動

安
全
の
結
果

外部の

評価

トップの
コミットメント

コミュニ
ケーション

学習する
組織

プラント安全 ・重大なトラブル、ヒューマンファクタに起因するトラブル等の発生状況

労働安全 ・労災、計画外被ばくの発生状況

社会の信頼 ・コンプライアンス（法令、社内レール遵守）に係る不適合事象の発生状況

①安全最優先のプライオリティ

③現場第一線の理解と実践

④資源投入、資源配分

⑤現場第一線の状況把握

⑥組織内、組織間の連携

⑦協力会社との意思疎通

⑫外部意見の積極的聴取、業務反映

⑪主体的な問題解決、改善活動

⑭社員モチベーションの維持・向上

⑨必要な技術力の維持

⑩ルール遵守・見直し

⑬現状への問いかけ、リスク感知能力

⑧外部への情報提供

②組織の権限と責任

安全文化
の３本柱

評価の視点およびH２４年度重点施策の方向性

地域、原子力安全検証委員の意見

当社・協力会社における意思疎通の
強化

技術力維持にかかる社員育成策の
充実、強化

３年度評価の枠組みと中間状況確認

重点施策の

実施状況の

確認

安全の結果の

確認

確認結果に応じ

重点施策へ反映

重点施策の実施状況および

安全の結果の確認により、

安全文化の観点で懸念

される状況が確認された場合、

重点施策の充実・強化等の

検討を実施

中間状況確認

… ７

… ４ ～ ６

… ８
福島第一原子力発電所事故を踏まえ、
広い視野から規制の枠にとらわれない

原子力安全の更なる確保
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Ｈ２３年度の評価結果

安全の結果（プラント安全）の確認

中間状況確認結果

○トラブル発生件数はＨ１９年度以降減少して

おり、Ｈ２０年１月に策定したトラブル低減

計画等は引き続き実効的に機能していると

評価されたため、継続的に実施していくこと

が有効である。

○ただし、東日本大震災による福島第一

原子力発電所事故を踏まえた緊急安全

対策等の対応に伴い、ほとんどのプラントが

定期検査作業もほぼ終え起動待機状態と

なっていることもトラブル件数低減の背景

要因と考えられる。

【課題】

なし

【気がかり】

なし

指 標 等（Ｈ２４年度上期実績）

○トラブルの発生はＨ２１年度、Ｈ２２年度と

比べて低い水準で推移しており、大飯発電

所３，４号機の起動時においてもトラブルの

発生はなく、Ｈ２０年１月に策定したトラブル

低減計画等は引き続き実効的に機能してい

ると考えられる。

○定期検査作業もほぼ終え起動待機状態と

なっているプラントが９基あることもトラブル

件数 低減の背景要因と考えられるものの、

安全性向上対策に係る工事等は行っている

ことから、現在の取組みを継続していくことが

有効である。

【今後の対応】

現在の取組みを引き続き実施していく。

①トラブル発生件数

４

H21～H23年度の
（ ）内は上期末の件数

7
3 3 0

6

16

8 6 10
3 1

8

3

5
2 0

3

13

9

7

4 5

1 11
11

0

10

20

30

40

Ｈ18 Ｈ19 H20 H21 H22 H23 H24上期

件
数

その他情報

保全品質情報

安全協定異常事象
法令対象事象

28件

35件

23件

6件
(3件)

15件
(3件)

15件
(7件)

5件

18
25

10 11 14
3

10

10

13
4

3

1

2 2
1

0

10

20

30

40

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24上期

件

数

原因調査中

設備面

運用管理面

作業不良

経年劣化

その他運転不良

保守計画不良

作業計画不良

施工不良 偶発故障

0

1

2

3
1件は分析中

注：要因分析の結果、一つの事象に対して主要因が２つの因子にまたがる場合は、
各々の要因を０．５件としてカウントしている。

③トラブル要因の分類

②設備面・運用面での分類
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中間状況確認結果Ｈ２３年度の評価結果 指 標 等（Ｈ２４年度上期実績）

［傾向］

労働災害の件数は、近年の発生件数と比較して低い水準であるが、

継続して発生している。

③当社設備の不具合に起因する労働災害件数

［傾向］

Ｈ２０年度以降、当社設備不具合に起因する労働災害は発生していない。

④計画外被ばく発生件数

［傾向］

Ｈ１９年度以降、計画外被ばくは発生していない。

＜基準＞計画外で１ｍＳｖ／日を超えた場合

［傾向］

重傷以上（またはなりえたもの）の労働災害は発生していない。

②重傷以上、もしくは重傷以上になりえた労働災害件数（通勤途上災害を除く）

（ ）内は重傷災害件数

①労働災害件数（通勤途上災害を除く）

（ ）内は発電所経験年数が２年以下の作業員による件数

【今後の対応】

現在の取組みを引き続き実施していく。

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

○大飯発電所３，４号機が起動し、起動待機状態の

プラントが９基あるものの、安全性向上対策に係る

工事等を実施しており、労働災害は継続的に発生

していることから、現在実施中の労災防止に向けた

取組みを引き続き実施していく必要がある。

9
(4)

Ｈ２３

4
(1)

Ｈ２４上期

15
(10)

Ｈ２１

20
（5）

Ｈ２０

17
(4)

15
（7）

7
（2）

9
（1）

Ｈ２２Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７

2
(0)

Ｈ２３

0
(0)

Ｈ２４上期

4
(3)

Ｈ２１

5
（3）

Ｈ２０

4
（3)

4
（2）

3
（1）

4
（1）

Ｈ２２Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７

0

Ｈ２３

0

Ｈ２４上期

0

Ｈ２１

0

Ｈ２０

01 01

Ｈ２２Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７

0

Ｈ２３

0

Ｈ２４上期

0

Ｈ２１

0

Ｈ２０

0020

Ｈ２２Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７

安全の結果（労働安全）の確認
５

○労働災害件数は、近年に比べ低い

水準であるが、継続的に発生して

いるため、現在実施中の労災防止

に向けた取組みを継続していく必要

がある。

○ただし、東日本大震災による福島

第一原子力発電所事故を踏まえた

緊急安全対策等の対応に伴い、

ほとんどのプラントが定期検査作業

もほぼ終え起動待機状態となって

いることも労働災害件数低減の背景

要因と考えられる。

【課題】

なし

【気がかり】

○これまでの重点施策をはじめとした

協力会社作業員の安全意識の向上

のための活動が継続的に実施されて

いくか注視していく。

○保護具の未着用による労災が見られ

るため、TBM（作業前打合せ）などの
基本的な現場の取組みが確実に実施

されているか注視していく。
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中間状況確認結果Ｈ２３年度の評価結果 指 標 等（Ｈ２４年度上期実績）

○大飯発電所３号機の定期検査に係る

行政指導については個別にＲＣＡ

（根本原因分析）等を実施し、再発

防止に取り組んでいる。今後とも、

法令上の手続きのより確実な実施に

向けた取組みについて注視していく

必要がある。

○また、協力会社における職業安定法

違反については、購買室より購買

部門で実施している対策*1と同様の

主旨で対応することが周知され、

再発防止に努めている。

○今後もコンプライアンスの徹底に

向けた取組みを継続的に実施して

いく必要がある。

①コンプライアンス（法令、社内ルール遵守）に関する不適合件数

・法令違反（意図的な違反、あるいはプレス対象）

②保安規定にかかる違反等の件数

○保安規定の監視事項が１件発生しており、これに

ついては、個別に不適合処置および是正処置を

実施し、再発防止に取り組んでいる。今後もコン

プライアンスの徹底に向けた取組みを継続的に

実施していく必要がある。

【今後の対応】

今後もコンプライアンスの徹底に向けた取組みを

引き続き実施していく。

（年度）

（年度）

（年度）

［傾向］

法令違反（意図的な違反、あるいはプレス対象）は発生していない。

［傾向］

社内ルールの意図的な違反（情報漏えい含む）は発生していない。

［傾向］
監視事項が１件発生している。

【課題】

なし

【気がかり】

○法令上の手続きのより確実な実施に

向けた取組みを注視していく必要が

ある。

○協力会社における職業安定法違反に

係る行政指導に関して、今後の再発

防止を注視していく。

*1 購買部門の対応内容
・契約のひな形を定める社内標準に「法令順守と

暴力団排除を受注者に義務化する項目」および

「同様の義務を受注者の下請けに課す項目」の

明記

・既存の契約に上記の項目が含まれているかの

確認および含まれていない場合の改善

・取引先への周知

0

Ｈ２３

0

Ｈ２４上期

0

Ｈ２１

0

Ｈ２０

10

Ｈ２２Ｈ１９

0

0

Ｈ２３

1

0

Ｈ２４上期

20

0

Ｈ１８

20115監視事項

0

Ｈ２１

0

Ｈ２０

00違反事項

Ｈ２２Ｈ１９

0

Ｈ２３

0

Ｈ２４上期

0

Ｈ２１

0

Ｈ２０

00

Ｈ２２Ｈ１９

安全の結果（社会の信頼*）の確認 ６

・社内ルールの意図的な違反（情報漏えいを含む）

（情報漏えいは意図的でないものを含む）

2

Ｈ２３

0

Ｈ２２

１

Ｈ２１

0

Ｈ２０

00

Ｈ２４上期Ｈ１９

・行政指導、安全協定違反（誤記等でない）（意図的な違反、あるいはプレス対象）

［傾向］

プレス対象となった行政指導は発生していない。

（年度）

*コンプライアンスの観点
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計画どおり実施中。

当社を取り巻く状況
を踏まえ、取組内容
の充実を図る必要
がある。

計画どおり実施中。

当社を取り巻く状況
を踏まえ、取組内容
の充実を図る必要
がある。

計画どおり実施中。

当社を取り巻く状況
を踏まえ、取組内容
の充実を図る必要
がある。

確認結果

○推進体制の活動の評価

○更なる安全性・信頼性向上対策の実施計画の進捗状況の確認

○世界最高水準の安全性を目指した各種知見の検討ならびに反映

・今後新たに出される報告書や知見の検討・反映

・電気事業連合会で設立される独立新組織の設立準備、協力

・設立後の独立新組織からの提言、勧告への対応
・WANO（世界原子力発電事業者協会）の積極的な活用、活動への
参画

-高浜発電所、美浜発電所のピアレビューに積極的に対応
-世界最高水準に比した改善要望事項への対応

○技術力維持・向上・継承上の課題の抽出および対応策の検討

・福島第一原子力発電所事故の教訓や原子力事業を取り巻く環境

変化等が主たる要因で、懸念される技術力や新たに付与する必要が

ある技術力を中心に課題・対応策を分析、検討
○原子力安全に対する理解の深化方策の検討

・ 原子炉主任技術者試験に積極的に挑戦させる方策の実施

・９月と１２月の社内試験結果および原子炉主任技術者試験の結果に

より、理解深化の状況を確認
・今後の方策に関する評価、検討

○安全最優先の定期検査工程の地道な理解取得活動の継続実施

・大飯発電所３，４号機の次年度の定期検査に向け、体制・環境・

エリア使用など多面的に課題を抽出し、発電所－事業本部間で共有、

対応

○コミュニケーション意識の向上活動の継続実施

・コーチング研修の実施

○協力会社からの改善要望提案に対する丁寧な回答説明と迅速な対応

・発電所－事業本部間の定期的な情報交換および良好事例の水平

展開

○協力会社とのコミュニケーションの更なる充実
・協力会社連絡会等において当社を取り巻く環境の変化等を情報共有、
技術力維持や人材確保等についてのアドバイス、支援の実施

○第９回社員・協力会社アンケートの結果を評価、分析し、必要に応じて
今後の取組みの方向性を検討

今後の予定

視点

⑨

○技術力維持・向上・継承上の課題の抽出および対応策の検討

・現場を支える社員に必要な技術力のうち、維持・向上・継承が懸念される

技術力や新たに必要となる技術力の抽出

○原子力安全に対する理解の深化方策の検討
・原子炉主任技術者試験に積極的に挑戦させる方策の検討、実施

技術力維持に
かかる社員育
成策の充実、
強化

視点

⑦

○安全最優先の定期検査工程の地道な理解取得活動
・大飯発電所３，４号機の再稼動における安全最優先の再稼動工程や安全
対策の状況説明の実施

○コミュニケーション意識の向上活動
・職場懇談会等でのコミュニケーションレベルアップ集を活用した意識向上
活動、職場交歓イベント等の実施

○協力会社からの改善要望提案に対する丁寧な回答説明と迅速な対応
・協力会社提案処理業務フローの明確化、提案未処理リストの所内共有化等
○協力会社とのコミュニケーションの更なる充実
・協力会社連絡会等において当社を取り巻く環境の変化等を情報共有、
技術力維持や人材確保等についてのアドバイス、支援の実施

当社･協力会社
における意思疎
通の強化

視点

⑬

○推進体制の構築

・原子力事業本部長をトップとする安全対策推進会議の設置

○更なる安全性・信頼性向上対策の実施計画の進捗状況の確認

・第一四半期の実施計画の進捗状況を確認、検証委員会への報告後、

国に提出

・第二四半期の進捗状況の確認

○世界最高水準の安全性を目指した各種知見の検討ならびに反映

・福島第一原子力発電所事故に関する事故報告書（政府事故報告書、

国会事故報告書、東京電力事故報告書、民間事故報告書、INPO（米国

原子力発電運転協会）報告書、大前研一氏主宰Team H2Oﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

報告書）から知見・教訓等の抽出

・シビアアクシデント対策プロジェクトチームの整備

福島第一原子
力発電所事故
を踏まえ、広い
視野から規制の
枠にとらわれな
い原子力安全
の更なる確保

関連
視点これまでの取組状況

重点施策の実施状況の確認
７

継続

新規

新規
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中間状況確認の結果（まとめ）

８

○トラブルの発生は昨
年度より低い水準で
推移しており、Ｈ ２０
年１月に策定したトラ
ブル低減計画の取組
みにより、Ｈ２０年度
以降はトラブル件数
および運用管理面の
トラブル件数は減少
傾向であり、現在の取
組みを引き続き実施
していく。

○保安規定の監視事
項が１件発生してお
り、これについては、
個別に不適合処置お
よび是正処置を実施
し、再発防止に取り
組んでいる。今後も
コンプライアンスの
徹底に向けた取組み
を継続的に実施して
いく必要がある。

○重点施策について
は、当初計画したと
おりのスケジュール
で進捗しており、引
き続き実施していく。
なお、当社を取り
巻く環境の変化を
踏まえ、今後の実
施内容の充実を
図っていく必要があ
る。

中間状況確認の総括
○「安全の結果」および「重点施策の実施状況」の確認を行った結果、現在の重点施策を引き続き実施して
いく必要があることを確認した。なお、当社を取り巻く環境の変化を踏まえ、重点施策について、今後の
実施内容の充実を図ることとした。

○また、福島第一原子力発電所事故に関する報告書にて指摘されている安全文化に係る事項に関しては、
今後、当社としての教訓が抽出され次第、安全文化の評価の枠組みへ反映していく。

○労働災害は、継続的に
発生していることから、
現在実施中の労働災
害防止に向けた取組
みを引き続き実施して
いく必要がある。

安全の結果の確認結果

社会の信頼労働安全プラント安全

重点施策の実施状況

の確認結果

○今年度の年度計画策定時に福島第
一原子力発電所事故を踏まえて評価
の枠組みへ反映すべき事項をまとめ、
反映した。それ以降、重点施策③に
おいて、様々な機関から出された福
島第一原子力発電所事故に関する
報告書のうち、客観性・信頼性が高
いと思われる報告書*から指摘事項を
抽出・整理している。今後、安全文化
について整理した結果を題材として
議論し、教訓を抽出することとしてい
る。これらの活動を踏まえて、引き続
き、当社の評価の枠組みおよび方法
を見直していく必要がある。

福島第一原子力発電所事故を踏まえた
状況

* ・政府事故調報告書
・国会事故調報告書
・東京電力報告書
・民間事故調報告書
・INPO（米国原子力発電運転協会）報告書
・大前研一氏主宰TeamH2Oﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ報告書
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参考１

Ｈ２４年度 評価の視点とあるべき姿

（４）稀にしか発生しなくても、社会への影響が大きい事象については、注意深く検討し、現在の設備や運用が有効に機能するか確認し、継続的に見直している。（アクシデントマネジメントの自主的、継続的な取組みの実施）

（２）J-INPO（仮称）などからの提言等を積極的に受け止め、更なる安全性、信頼性向上の対策を継続的に実施している。

（１）外部の公的な評価機関や監査機関、あるいは社内独立監査部門からの指摘を受ける機会を設けており、これら外部の指摘などを、企業活動におけるトラブルの未然防止に有効なリスク情報として活用している。
組織として、社内外の関係者（規制当局、自治体、協力会社、他部門）の声に照らして、日常業務を含む企業活動の目的や方法が、そもそも適切かどうか問いかける姿勢を持って業務を進めている。（ダブルループ学習）

⑫外部意見の積極的聴取、業務への反映を行っている
か。

（１）得られた社内外・国内外の様々な運転経験（事故･トラブル、不具合情報）、ベンチマークで得た情報を、日常業務に適切に反映し、迅速に改善（是正）へと結びつけている。

⑤経営層、原子力事業本部、発電所幹部は、不具合事
象・懸案事項を含めて、現場第一線の状況をしっかり
把握しているか。

（１）組織運営において、安全（プラント安全、労働安全、社会の信頼）の確保に十分な予算と期間、適正な労働時間、必要な力量を持った十分な要員の確保など、資源投入、資源配分を適切に行っている。④資源投入、資源配分は適切か。

（２）あらゆる活動において、当社社員自らが主体的な参加意識を強く持っている。（使命感、当事者意識、マイプラント意識、チームワーク）

（１）当社社員に対する意欲の向上（動機付け）が図られている。 また、当社社員は、高いモチベーションを維持し、裾野の広い技術力を向上させる努力（継続的改善）を続けている。
特に、原子力という技術の特殊性を深く認識し、技術的に妥協せず常に真摯な姿勢で対応している。

⑭原子力事業本部、発電所の社員のモチベーションが
維持、向上されているか。

（３）現状の活動やルール等について疑問を持ち、批判的に内省するといった「常に問いかける姿勢」が奨励され、当社社員一人一人が実践している。

（２）不具合やヒヤリハット等の軽微な事象が報告された場合、適切に認識し、迅速かつ適切に問題を解決している。

（１）原子力発電の持つ社会への影響を忘れずに細心の注意を払うべく、リスク感性を高め、日常業務の中でリスクの認識、回避のための対応をしている。⑬現状への問いかけや組織全体のリスク感知能力を通
じて、更なる安全性、信頼性の向上および労働災害
の未然防止に努めているか。

（２）J-INPO（仮称）などから国内外の優良事例等を積極的に入手し、更なる安全性、信頼性向上の対策を継続的に実施している。

⑪トラブルや不具合、海外情報を踏まえた主体的な

問題解決、改善活動を実施しているか。

（２）組織の意思決定やそのプロセスにおいて、安全性を十分に考慮できる仕組みを構築しており、当社社員及び協力会社従業員は、ルールを遵守し、かつ安全に関する改善の姿勢を持って健全な組織運営を行っている。

（１）安全性向上と安全文化醸成に資する実効的な品質マネジメントシステムを構築しており、その有効性を継続的に改善している。⑩ルールは遵守されているか。業務改善のためのルー
ル見直しに努めているか。

（４）適切な資格認定制度や、豊富な経験、技能を有した熟練者を確保する仕組みづくり等により、協力会社社員の力量確保・技術継承を促進する環境を構築している。

（３）適切な資格認定制度や、豊富な経験、技能を有した熟練者を確保する仕組みづくり等により、当社社員の力量確保・技術継承を促進する環境を構築している。

（２）当社社員全体に対して、実践を考えた教育プログラム（OJTを含む）を体系的に整備している。特に若手社員の育成に力を入れて取り組んでいる
また、職場の適切な単位で自主的な勉強会が行われるなど、組織レベルでの自発的な能力開発・技術伝承が行われている。

（１）組織運営において、必要な力量を持った十分な要員の確保など、安全性を十分考慮した人員配置・予算措置等のリソース投入、配分を行っている。⑨安全を確保するために必要な技術力を維持・向上し
ているか。（協力会社を含む ）

（１）トップや管理職は、組織内外、社内外に対して自組織の活動に関する説明責任を果たし、透明性の確保、および社会からの信頼を得ようとする姿勢を持っている。また、当社社員は、自らの活動に関する透明性を
確保しようとする姿勢を持っている。

⑧外部へのタイムリーかつわかりやすい情報提供を

行っているか。

（１）協力会社との対話が自然体で行われており、協力会社から安全性向上について忌憚なく意見が言える関係が構築されている。受けた意見は適切に対応されている。⑦協力会社との意思疎通が十分行われているか。

（２）情報を発受信する両者は、その情報の目的や必要性を理解した上で情報を共有している。

⑥組織内、組織間の連携は良好か。
（原子力事業本部－発電所、発電所内）

（１）当社社員は、トップや上位機関と他事業所、職場間、職場内で、常日頃から不具合やハットヒヤリ等の軽微な事象、安全上の懸念や顕在化した不具合情報を遠慮なく伝え、適切な報告・連絡・相談を行うこと
により、トップと現場が同じ認識を共有している。（報告する文化）
当社社員は、他者を一人の人間として尊重し、相互の信頼と理解を深め合うことに価値を置いている。
異なった意見を後腐れなく議論できる雰囲気があり、問題点や新しい考え方を受容することができる開放的な雰囲気がある。
当社社員が安全上の懸念や顕在化した不具合情報を意見する際、上司や部下など職場の同僚、あるいは所内外の関係組織から不利益を被るおそれがなく（懲罰のおそれがなく）、その意見を確実かつ適正に
取り扱うことが組織内の共通認識として存在している。（責任を問わない文化）

（１）トップのメッセージを当社社員をはじめ協力会社従業員に至るまで十分に理解し、安全最優先の価値観を共有している。
また、組織（管理職層）は、トップからの理念・方針・ビジョンなどを日々の保安活動における意欲的な安全目標やその実行計画に展開している。

③現場第一線はトップの考え、価値観を理解し、実践し
ているか。（協力会社を含む ）

（１）トップをはじめとした当社社員（及び協力会社）の権限と責任を明確化している。②組織の権限と責任が明確で適切であるか。

（２）トップおよび各組織の長は、協力会社との対話を行う機会を設けて、協力会社へ安全最優先の理念を日々の業務において具体的に要求事項として伝達している。

（１）トップが、安全最優先の理念を経営方針等の形でメッセージとして発信し、各組織の長が目指すべき具体的な理想像（ビジョン）を、当社社員が真摯に受け止めるような形で提示している。
また、トップは、社会情勢や経営環境を踏まえた運営にあたり、一貫して安全最優先に対して強い責任感をもち、リーダーシップを持って安全最優先を実行（率先垂範）している。（言行一致）

①安全（プラント安全*、労働安全、社会の信頼）を何よ

りも優先するというプライオリティが明確か。

＊原子力安全はもとより、原子力発電所を安全安定運転させるために求められる全ての安全

あるべき姿評価の視点


